































































































































年齢階級 男 女 合計
40歳代後半 1 1 0
50歳代前半 1 5 6
50歳代後半 1 3 4
60歳代前半 1 8 9
60歳代後半 5 9 14
70歳代前半 1 5 6
70歳代後半 1 0 1
80歳代前半 1 0 2












　当時の役職も回答したのは，42 人中 41 人であった。
　表６によれば，この 41 人中 18 人（43.9％）が「働き方を変えていない」と回答してい
年齢階級 男 女 合計
40歳代前半 1 1 2
40歳代後半 1 5 6
50歳代前半 1 3 4
50歳代後半 0 8 8
60歳代前半 1 5 6
60歳代後半 6 6 12
70歳代前半 1 2 3






























介護開始年齢 男 女 合計 男 女 合計 構成比
40歳代前半 0 1 1 1 0 1 13％
40歳代後半 0 0 0 1 2 3 38％
50歳代前半 0 1 1 0 0 0 0％
50歳代後半 0 0 0 0 2 2 25％
60歳代前半 0 0 1 1 0 0 0％
60歳代後半 0 0 0 0 1 2 25％

























当時の役職 合計人数 うち「不変」 同構成比 うち「無職に」 同構成比
経営者・自営業等 5 4 80.0% 0 0.0%
部長級 1 0 0.0% 0 0.0%
課長級 2 0 0.0% 1 50.0%
係長級 1 0 0.0% 0 0.0%
主任級 0
役職なし 9 3 33.3% 2 22.2%
派遣・契約社員 1 0 0.0% 0 0.0%
パート等 16 10 62.5% 3 18.8%
家族従業員 2 1 50.0% 1 50.0%
その他 4 0 0.0% 2 50.0%
合計（人） 41 18 43.9% 9 22.0%






























経営者・自営業等 3 2 5 4 80.0% 0 0.0%
部長級 1 0 1 0 0.0% 0 0.0%
課長級 1 1 2 0 0.0% 1 50.0%
係長級 0 1 1 0 0.0% 0 0.0%
主任級 0 0 0
役職なし 3 6 9 3 33.3% 2 22.2%
派遣・契約社員 0 1 1 0 0.0% 0 0.0%
パート等 2 14 16 10 62.5% 3 18.8%
家族従業員 1 1 2 1 50.0% 1 50.0%
その他 1 3 4 0 0.0% 2 50.0%
合計（人） 12 29 41 18 43.9% 9 22.0%






短時間労働者と長時間労働者の中間の者である（週 30 時間台・40 時間台・50 時間台）。
　従って，サンプルが少ないため結論が不安定である点に留意が必要であるが，自由が効


















































































































　同調査によれば，2012 年 10 月時点の調査での有業率は，男性で，50 歳代後半 89.7％，
60 歳代前半 72.7％，60 歳代後半でぐっと下がるものの 49.0％と，約半数になっている（図
２参照）。70 歳代前半でも 32.4％，70 歳代後半で 21.3％，80 歳代前半で 13.9％，80 歳代
後半以降で 8.1％となっていた。
　女性では 50 歳代後半 65.0%，60 歳代前半 47.3%，60 歳代後半 29.8%，70 歳代前半
18.0％，70 歳代後半 10.2%，80 歳代前半 5.8％，80 歳代後半以降で 2.2% となっていた。
つまり，60 歳代後半では男性で約５割，女性で約３割が仕事を持っており，70 歳代前半
でも男性で約３割，女性で約２割の者が仕事を持っている。
　これに加えて，就業を希望する無業者は，男性が 60 歳代前半から 70 歳代前半まで，女








　図３によれば，男性については，50 歳代前半から 60 歳代前半までは，有業者数は 300
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